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研究成果の概要（和文）：本研究は，出力リンクが姿勢変化を伴うことなく 3 次元空間内で並

進運動を行う空間機構(並進機構)と，出力リンク上の特定の点の位置が変化することなく出力

リンクがその点(回転中心)のまわりに回転運動を行う空間機構(回転機構)とからなるハイブリ

ッドマニピュレータを対象として，高精度運動と大作業領域を同時に実現するための機構設計

法およびキャリブレーション法の開発を目的として，理論的および実験的検討を行った． 
 
 
研究成果の概要（英文）：Hybrid manipulator which is composed of a translational parallel 
mechanism and a pure-rotational parallel mechanism has been proposed. Methods for 
mechanism design and kinematic calibration of such hybrid manipulator have been 
investigated for achieving precise motion within a large workspace.  
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１．研究開始当初の背景 
本研究で提案するハイブリッドマニピュ

レータは，空間３軸方向の並進運動を主たる
出力運動とする並進機構と空間３軸まわり
の回転運動を主たる出力運動とする回転機
構より構成される．並進機構と回転機構によ
って６自由度マニピュレータを構成するこ
と自体はオーソドックスな考え方であるが，

各要素機構をパラレルメカニズムで実現し
た例はほとんど無い．３軸方向の並進／回転
運動を実現させる機構の構造を明らかにす
ることに関する研究は多く行われていたが，
その先の応用ならびに作業領域拡大のため
の基礎研究があまり行われていなかった． 
また，研究代表者らのこれまでの研究によ

り，要素機構（具体的には３自由度並進機構
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および回転機構）において生じる，主入力で
は制御できない出力誤差（補償不能誤差成
分）を最小化するための機構設計法が開発さ
れた．しかし，試作実験を行った結果，高精
度運動を実現するためにはこの機構設計法
をベースとし，さらに機構構造に工夫を加え
るとともに装置の製作後に補償不能誤差成
分を補償することが必要であるが，高精度運
動実現のために補償入力を設置した並進機
構および回転機構は提案されていなかった． 
要素機構の高精度化のためには，補償不能

誤差成分に対する誤差鈍感化設計と，剛性に
着目した機構および各リンク・軸受部の設計
が重要であることが知られていた．前者は研
究代表者らによる研究があり，後者について
は６自由度空間機構について多くの研究例
があるが本研究対象のように３自由度の空
間パラレルメカニズムにおいては各リン
ク・軸受に作用する負荷が複雑であるため，
機構設計に寄与できる統一的な手法開発が
望まれていた． 

さらに，６自由度空間機構を対象としたキ
ャリブレーション法は多く提案されかつ実績
もあるが，広い作業領域を対象とした場合に
はまだ十分な成果が得られていなかった．そ
して，本研究における要素機構のように補償
不能誤差成分を有する機構についてはこの誤
差成分の統一的な取り扱い方法が明らかでな
かった． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，ハイブリッドマニピュレータ
を構成する各要素機構の各主入力では補償
できない誤差成分（補償不能誤差成分）に着
目し，各要素機構に各主入力とは独立の補償
入力を追加して各要素機構単体で上記の補
償不能誤差成分を補償することを基本的な
考え方とするハイブリッドマニピュレータ
の構成法を提案し（図１および表１），大作
業領域と高精度運動を同時実現するハイブ
リッドマニピュレータの機構設計法とキャ
リブレーション法を提案することを目的と
した． 
 
３．研究の方法 
 本研究は，A.要素機構の構造の総合，B.要
素機構の高精度運動実現のための誤差・剛性
に基づく機構設計，C.誤差補償およびキャリ
ブレーション法に分けて，理論の構築および
実験検証を行った． 
 まず，A. 要素機構の構造の総合について
は，並進機構と回転機構それぞれについて，
表１の基本方針に従った機構構造を明らか
にした．ハイブリッドマニピュレータの適用
対象として，切削加工機を想定し，並進機構
については 3自由度機構，回転機構について
は 2自由度機構を総合対象とした． 

 次に，B.要素機構の高精度運動実現のため
の誤差・剛性に基づく機構設計については，
Aで構造を明らかにした要素機構の中で，実
用的と考えられる機構を採用し，補償入力に
よる誤差補償特性を表す評価指標を提案し，
機構の各寸法の決定を行った．また，仮想ね
じ対偶を用いた剛性解析手法を提案し，要素
機構の剛性に基づく設計を行った． 
 さらに，C.誤差補償およびキャリブレーシ
ョン法については，要素機構内の受動ジョイ
ントに変位センサを搭載してこれに基づき
誤差補償を行う手法，機構の誤差モデルに基
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図１ ハイブリッドマニピュレータの構成 

表１ ハイブリッドマニピュレータの各要
素機構の構造と機能 

 要素機構１（並

進機構） 

要素機構２ 

（回転機構） 

構 造

と 機

能 

・ベース，出力
リンク 1，3 本
の同一構造の
連鎖 1 よりな
る． 
・ベース上の能
動入力M1(主入
力 1)により，
出力リンク 1
の並進運動（主
出力運動 1）を
創成する． 
・M1 とは独立
の 能 動 入 力
C1( 補 償 入 力
１)により，要
素機構１の製
作誤差等によ
って生じる出
力リンク１の
姿勢誤差を補
償する． 

・ 出 力 リ ン ク
1(ベース)，出力
リンク 2，同一構
造の連鎖 2 より
なる． 
・ 出 力 リ ン ク
1(要素機構 2 の
ベース)に置かれ
た 能 動 入 力
M2(主入力２)に
より，出力リンク
2 の出力リンク 1
に対する回転運
動(主出力運動
２)を創成する．
・M2 とは独立の
能動入力 C2(補
償入力 2)によ
り，要素機構 2
の製作誤差等に
よって生じる出
力リンク 2 の出
力リンク 1 に対
する位置誤差を
補償する． 

 



 

 

づき出力運動の誤差の測定値をもとに機構
各部のパラメータの値を同定するキャリブ
レーション法とともに誤差の残差をデータ
ベースとして直接補償する手法の開発を行
った． 
 
４．研究成果 
A. 要素機構の構造の総合 

並進機構については，メインの出力運動が
並進運動，サブの出力運動が補償用の回転運
動である機構構造を明らかにするために，機
構の構造の総合を行った．具体的には，3 本
の連結連鎖により構成される並進パラレル
メカニズムおよび回転パラレルメカニズム
の構造をベースとして，出力運動の並進成分
と回転成分が完全に分離可能な完全分離形
機構(図 2(a))，および並進成分については分
離されているものの回転成分については従
属的な並進成分が生じる部分分離形機構(図
2(b))を対象として，適用可能な具体的な機構
構造を網羅的に明らかにした．その結果，完
全分離形機構として 15 構造，部分分離形機
構として 116 構造を得た．その一例を図 3 に
示す． 
 次に回転機構については，2 軸まわりの回
転運動を主たる出力運動とし，回転中心の位
置誤差のうちこれらの回転軸に平行な方向
の成分を補償することが可能な機構を対象
として，出力リンクの運動を拘束するための
拘束連鎖 1本と回転運動創成用および位置誤

差補償用の能動ジョイントをそれぞれ１つ
ずつ有する駆動連鎖 2本からなる機構の構造
を明らかにした．得られた機構を図 4に示す．
なお，図には 1 つの駆動連鎖を示していない．
灰色に塗ったのが能動ジョイントである． 
 
B.要素機構の高精度運動実現のための誤
差・剛性に基づく機構設計 
 Aで得られた図 3(b)の並進機構を対象とし
て，次式で定義される実用作業領域の大きさ
NVI，姿勢補償指数 OAC，運動従属指数 CI
を用いて，機構寸法の最適化を行った． 

3/ 2 / 3NVI V L  
OAC：次式の行列 PDB の最大特異値 

PD SB  q  

CI：次式の行列 -1
PD PDC B の最大特異値 

   1
PD S PD PDC C B   p q   

なお，L：代表長さ 1 , 1i iL d a   ，V：実用

作業領域の体積， Sq ：サブ能動対偶の微小

入力変位，  p ：出力リンクの並進変位量，

 ：出力リンク姿勢の微小角変位である．  

 その結果をもとに，機構設計を行い，装置
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(a) 完全分離形機構 (b)部分分離形機構 

図 2 並進機構の構造 
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図 3 総合された並進機構の構造の例 

 

図 4 総合された回転機構の構造 

 
図 5 並進機構の試作機 

 
図 6 回転機構の試作機 



 

 

を試作した．その写真を図5に示す． 

 回転機構については，並進機構と同様に，

実用作業領域の大きさおよび誤差補償特性

を考慮して機構寸法の最適化を行った．さら

に，スクリュー理論および仮想ねじ対偶に基

づく剛性解析法を適用して，リンク各部の剛

性設計を行った．その結果をもとに設計，試

作した装置の写真を図6に示す． 

 
C.誤差補償およびキャリブレーション法 
 図 5 の並進機構の試作機について，誤差モ
デルを構築して機構キャリブレーションを
行うとともに，誤差の残差を実測して補償制
御を行い，出力リンクの姿勢を一定に保って
直線運動を行う制御を行った．その結果を図
7 に示す．同図のように，本研究で開発した
補償入力を有する並進機構により，出力リン
クの姿勢誤差を小さく保ったまま並進運動
を実現することができた．さらに，試作機を
ペグインホール作業に適用し，位置決め誤差，
軸と穴のすきま，許容接触力を考慮したイン
ピーダンス制御系の設計を行って実験的検
討を行ったところ，所定の範囲の位置誤差に
対しては所期の接触力範囲で作業が実現で
きることが確認された． 

 図 6 の回転機構の試作機については，拘束
連鎖の直進対偶部に変位センサを組み込み，
補償用アクチュエータを固定した状態で回
転運動を行わせたときの直進対偶変位を出
力誤差とみなして，これをデータベースとし
て補償制御を行った．その結果を図 8に示す．
同図に示すように，提案した回転機構により，
出力リンクの回転中心の位置を高精度に保
持して大きな姿勢変化を実現することがで
きた． 
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図 7 補償制御の結果（並進機構） 
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図 8 補償制御の結果（回転機構の回転中心
の 1方向の位置誤差，傾斜角が 60°の場合）
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